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平成 22 年度第 15 回 税制調査会議事録 
日 時：平成 22 年 12 月１日（水）17 時 30 分～ 
場 所：合同庁舎第４号館 11Ｆ 共用第１特別会議室 
 
○五十嵐財務副大臣 
 ただいまより「税制調査会」を開催いたします。 
 本日は、昨日積み残しになりました関税関係について審議を行い、その後、主要事

項のうち、資産課税の地方税部分及び市民公益税制について審議を行い、最後に自由

討議を行います。 
（カメラ退室） 

○五十嵐財務副大臣 
 まず、関税関係について尾立政務官から御説明をお願いします。 
○尾立財務大臣政務官 
 それでは、平成 23 年度関税改正における検討項目につきまして、お手元の資料「平

成 23 年度関税改正における主な検討項目」に沿って御説明します。適宜、参考資料を

参考にしていただきたいと思います。 
まず「１．特恵関税制度の延長及び見直し」についてでございますが、途上国の産

品に対して一般の税率より低い特恵税率を適用する制度である特恵関税制度について、

途上国支援の重要性にかんがみ、適用期限を従来どおり 10 年間延長するとともに、次

のような見直しを行いたいと考えております。 
１つは、途上国の特恵利用が拡大するよう、鉱工業品（1,182 品目）について設けて

いる、年間の特恵税率適用の限度枠であるシーリングを廃止し、併せて国内生産者へ

の配慮が必要な品目については特恵税率を引き上げる、または特恵対象品目から除外

することにより対応したいと考えております。 
また、繊維製品について、その途上国の原産品と認められるための基準を緩和した

いと考えております。 
また、幅広く途上国に特恵関税の便益を及ぼすために、競争力の高い産品を特恵適

用対象から除外する国別・品目別特恵適用除外措置について見直しを行いたいと考え

ております。 
具体的には、参考資料の３ページ目を御覧いただきたいと思います。適用基準がよ

り透明性が高く、よりＷＴＯルールと整合的になるように見直し、ある途上国のある

産品について輸入シェアが 50％超であることなどの客観的な基準に該当すれば、特恵

関税の適用対象から外すこととしたいと考えております。 
「２．航空機部分品等の免税制度及び加工再輸入減税制度の延長」について御説明

いたします。航空機の部分品等及び宇宙開発用物品等に対する免税制度並びに我が国

から輸出した原材料を加工した輸入製品に対する減税制度について、対象となってい
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る産業の状況等を勘案して、適用期限を３年間延長したいと考えております。 
「３．暫定税率等の延長」についてでございますが、関税の暫定税率（415 品目）、

特別緊急関税制度、牛肉等に係る関税の緊急措置について、例年同様、適用期限を１

年間延長したいと考えております。 
「４．ＨＳ条約 2012 年改正に対応するための関税率表の改訂」についてでございま

すが、各国の関税率表の品目分類等を統一する条約が改正されたことに伴い、関税定

率法等の関税率表を改訂したいと考えております。 
次に、ページをおめくりいただきまして「５．輸出通関における保税搬入原則の見

直し及びこれに伴うＡＥＯ（認定事業者）制度の改善」について御説明いたします。

輸出申告は保税地域等に貨物を搬入した後に行うこととされておりますが、今般、「規

制・制度改革に係る対処方針」、「新成長戦略実現に向けた三段構えの経済対策」に沿

って、貿易円滑化のため、適正通関を確保しつつ、保税地域等に貨物を搬入する前に

行えることといたします。 
また、コンプライアンスの高い認定事業者が関与する輸出申告に係る貨物について、

今般、保税地域等に搬入することなく輸出の許可を受けることを可能とすることとし

たいと考えております。なお、これに伴い、輸出品に対する内国消費税について所要

の改正を行うこととしたいと考えております。 
「６．アクセスコントロール等回避機器に係る水際規制の導入」及び「７．回路配

置利用権侵害物品に係る輸出規制の導入」について御説明いたします。正当に許諾を

受けた者以外の者による映像の視聴やゲームソフトの使用等を制限するアクセスコン

トロール機能等を回避するための機器について、また、半導体集積回路に係る回路配

置利用権を侵害する物品について、それぞれ国内規制が整備される場合には関税法上

も同様に水際規制を行うこととしたいと考えております。 
「８．航空機旅客の予約情報等報告制度の導入」について、効果的かつ効率的な密

輸取締りのため、税関が現在入手している事前旅客情報に加え、予約情報等も入手で

きるように、報告を求める情報の範囲を拡大したいと考えております。 
最後に「９．納税環境整備」でございますが、更正請求に係る期間制限等について、

内国税について見直しを行う場合、関税についても同様の観点から見直しを行うこと

としたいと考えております。 
 以上でございます。 
○五十嵐財務副大臣 
 ありがとうございます。それでは御意見があれば、どうぞ、挙手の上、御発言くだ

さい。 
 よろしいですか。 

（「はい」と声あり） 
○五十嵐財務副大臣 
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 それでは、次に資産課税に移ります。資産課税の地方税部分が残っておりました。

逢坂政務官、よろしくお願いいたします。 
○逢坂総務大臣政務官 
 それでは、私から新築住宅等に係る減額措置の見直しの方向性について説明をした

いと思います。 
 最初に、まず事務方から事実関係を簡単に説明させます。よろしくお願いします。 
○後藤固定資産税課長 
 総務省固定資産税課長でございます。「資料（資産課税［地方税］）」という資料を御

覧いただきたいと思います。 
 １ページ目でございます。本新築住宅特例の概要をまとめたものでございます。 
 御案内のとおり、本特例は新築住宅の家屋に係る固定資産税を３年ないし５年、２

分の１に軽減するというものでございまして、昭和 39 年に創設され、平成 20 年の実

績で申し上げますと、減収額は 1,540 億円と、大変大きな額になっているということ

でございます。 
 昨年末の税制改正大綱におきまして、これも前回の資料でも御紹介してございます

が、今後１年間で優良な住宅ストック重視の観点から見直しを検討ということが書か

れておりまして、適用期限自体は２年間延長されてございます。したがいまして、期

限は平成 24 年の３月末に到来するということになります。 
 ２ページ目でございます。アンケート結果で、これも前回の資料で若干御披露して

ありましたものですが、若干詳細に資料として掲げさせていただきました。 
 上の囲みのところでございますけれども、これは対象としましては、新築住宅特例

の適用を受けるということが見込まれる、現に住宅を新築された、あるいはその新築

住宅を購入された納税者の方々に対しまして、実際に家屋評価を行う段階で直接面接

あるいは書面によってアンケートを 18 政令市の御協力を得て行ったものでございま

す。対象は 1,660 名から有効回答をいただいてございます。 
 端的なところを掲げておりますけれども、この新築住宅の家屋に係る固定資産税の

減額制度というものについて、知っていたという方が非常に少ないということ。それ

から、②のところでございますが、この制度が住宅購入のインセンティブになったか

どうかということですけれども、きっかけとはならなかったとおっしゃった方が 92％
という、非常にインセンティブ効果という点では疑問の残るアンケート調査の結果に

なったということが言えると思います。 
 ３ページ目で、最近の足元の住宅着工件数等の状況でございます。資料では９月の

住宅着工件数を掲げさせていただいておりまして、つい先日、一昨日ですが、10 月の

数字も発表されてございますけれども、大きなトレンドに変化はないと思います。 
 ９月の住宅着工戸数は７万 1,998 戸でございまして、前年同月比に対して 17.7％の

増ということでございます。 
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 特に分譲マンションの着工戸数が、大都市圏を中心に大きく伸びているということ

でございまして、東京都では対前年同月比 185％増。これは戸数にもよるんだと思い

ますが、埼玉県で 245％増、神奈川県で 437％増と、非常にマンションの需要が足元

で伸びているという状況にあるということだと思います。 
 もう少し長い範囲で見たときにどういうトレンドになっているのかということです

が、直近１年間の住宅着工戸数の対前年同月比の伸び率を下に掲げてございます。実

線が全国で、点線が東京都の数字で、必ずしも勿論、高い水準ではないということか

もしれませんけれども、トレンドとしては安定的に右肩上がりの状況になりつつある。

でこぼこしながらも右肩上がりの状況で回復しつつあるというような状況が見て取れ

るのではないかと思います。 
 それから４ページ目でございまして、地域ごとにこうした住宅事情についてどのよ

うな差があるのだろうかということについて幾つかの統計、手に入るものだけでござ

いますが、御紹介しているものでございます。 
 一番左上のところが総住宅数の増加率でありまして、これらの調査につきましては

統計局が５年ごとに行っております住宅・土地統計調査を基にしたものでございまし

て、この増加率でいきましても、高知県、和歌山県、秋田県などは増加率が低いんで

すが、栃木県、東京都、あるいは滋賀県などで非常に大きな率になっている。勿論、

母数といいますか、全体の戸数という点では違いますので、伸び率だけを比較するの

はどうかという議論はあるかもしれませんが、ベクトルの方向として見たときに、ト

レンドとして見たときに大きな違いがあるということは言えると思います。 
 先ほど９月の数字を御紹介しました、分譲マンションの着工戸数で見ますと、東京

都は非常に大きな数字ですが、青森県など６県では新規の着工戸数はゼロであったと

いうことがございます。 
 また、持ち家の住宅率、下の方でありますが、上位３県と、下位という言い方が適

切かどうかはわかりませんけれども、大きな差がございます。 
 空き家率で、これもストックと実際の住宅需要というものの差を示していると思い

ますが、比較的大きな差があるということが見て取れると思います。 
 めくっていただきまして、５ページで、住宅の質という点でございますが、３階建

て以上の中高層の耐火建築の割合というものについてですけれども、これもかなりパ

ーセンテージに差があるということが見て取れると思います。 
 また、耐震性の問題がよく話題になりますが、右上の表でありますけれども、昭和

55 年以前に建てられて耐震診断も耐震改修工事もなされていない持ち家の割合という

調査結果がございまして、神奈川、東京、埼玉などではそういったいわゆる危険な住

宅は少ないのですが、秋田、鳥取、島根といったようなところにつきましては半分近

い数字になっているということでございます。 
 バリアフリー設備、あるいは省エネ改修等の実施状況を見ましても、それなりに地
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域ごとの差が見て取れるということで数字を紹介させていただいております。 
 １枚めくっていただきまして、６ページですが、こうした地域ごとの住宅事情の違

いというものと、それから、地方自治体ごとの首長さんの姿勢、政策的な方針という

ものもあると思いますけれども、それぞれの事情に基づいて、それぞれ特徴ある政策

が行われていることの一例を御紹介したいと思います。 
 一番上からですけれども、江東区で、これも随分話題になりましたが、湾岸の地区

で特にマンションの建設が集中したということで、学校教育施設を始めとする公共公

益施設の整備が間に合わないというような状況もあり「マンション建設計画の事前届

出等に関する条例」というものが制定されました。これによって学校教育施設等の整

備が間に合う状況までは建築を遅らせていただく、時期をずらしていただくというよ

うなことが実際に行われていたというわけであります。 
 それから、豊島区の実例では、これは「ワンルームマンション税」という、話題に

なりましたけれども、ファミリー向けの住宅が極端に少ないという、住宅ストックの

中のアンバランスを是正したいというような目的で、30m2 未満の住戸を９戸以上有す

る集合住宅の建築時に対して一戸当たり 50 万円という狭小住戸集合住宅税というも

のが創設されたわけでございます。 
 最後の箱で、地域経済の活性化等のために、定住促進策というもののために税の軽

減等が行われている例がございます。 
 箱の中の一番上ですけれども、茨城県の神栖市ですが、これは今、御紹介しました

新築住宅特例による２分の１の減額制度に加えて、更に残りの２分の１も市が減額を

して、実質的に、一定期間だけですが、固定資産税分がゼロになるような減額制度を

して定住促進を図っているという例がございます。 
 また、福岡県の宮若市でも、この場合には新築だけでなく中古住宅も含んで、移住

してこられる方に対して、固定資産税相当額を「定住奨励金」という名目で交付をす

るということで定住促進を図っている例がございます。 
 そういう新築住宅あるいは中古住宅を含む定住促進ということ以外にも、静岡県の

浜松市では天竜材、地域材を利用した木造家屋に対して、補助金を交付するというこ

とで、そういった住宅の建築を促進するというようなことをされている例もあります。 
また、生活の質ということに関わると思いますが、核家族化を防ぎ、三世代住宅を

促進するという目的で、三世代世帯が居住する住宅に対して、補助金を交付している

群馬県桐生市のような例もございます。 
 このように、地域ごとに独特の取組みが各地でなされているということでございま

す。 
 私の方からの説明は以上でございます。 
○逢坂総務大臣政務官 
 ただいま事務方から説明させてもらいましたけれども、今、説明したとおり、住宅
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をめぐる状況は全国で随分状況が違うということが御理解いただけたかと思います。 
更に加えて、それぞれの自治体で独自に規制や補助金や、あるいは減免税制なども

やっている例もあるということで、地域の特性に応じた対応を随分しているんだとい

うことがおわかりいただけたかなと思います。 
 それであるにもかかわらず、現行の税制は全国一律なことを地方団体に強いている

ということで、実態に合っていないだろうということ、加えて、アンケートの結果か

ら判断すれば、新築住宅に係る減額措置は住宅を購入する際のインセンティブになっ

ていないのではないかという疑問もあるわけです。 
 こうしたことを踏まえれば、新築住宅等に係る減額措置については、現行のような

全国一律の措置ではなく、各地方団体の自由度を高める方向で、見直すべきではない

かというふうに考えております。 
 以上でございます。 
○五十嵐財務副大臣 
 ありがとうございます。それでは、御質問・御意見があれば伺います。 
 池口副大臣、どうぞ。 
○池口国土交通副大臣 
 この件については以前にも国交省としての立場はお話ししておりますが、今日は資

料も付けさせてもらっております。総務省の後の資料の１ページだけ見ていただきた

いんです。 
 総務省のアンケートは既に住宅を購入した人に、知っていましたか、知らなかった

ですかという聞き方ですが、住宅展示場の来場者、まさにこれから買おうという人た

ちに、この減税措置が与える影響がどうなのかというのを聞きました。購入をあきら

めるという人も 18.4％ですし、住宅予算を削減するとか、関連予算を削減するとか、

相当、この措置というものは影響します。 
 それで、この軽減措置についてどうお考えですかという問いに対しては、94.5％が

平成 24 年４月以降も現行のまま継続すべきという、まさにこれから買おうとする人は

これだけの回答をしているわけですから、これが買った人がどうかというのは税制を

どれだけ理解しているかどうかということですから、更にこれは 60 年間やっておりま

すので、これは当たり前、本則という理解が進んでいるわけですから、少し総務省の

疑念というものは疑念過ぎるのではないかと思います。 
 更に、これはそれぞれの地方でやればいいのではないかというような主張もありま

したけれども、住生活の安定、耐震化というものは法律で定めた国と地方公共団体の

責務ということですから、やはり全国的に取り組む必要があるとは思っておりまして、

なおさら、総務省の資料でも平成 20 年で 1,540 億円という減収額があるというのは、

すなわち、これがなくなれば国民の負担が 1,540 億円増えるということですから、こ

のまさに生活の厳しい、更にこれから住宅等についてはかなり成長戦略の中での大き
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なポイントであると思っておりますので、総務省の出している見直しの方向性という

ものは私は適切ではないと考えておりまして、この方向性のままで結論を出すという

のは適当ではないと思っております。 
○五十嵐財務副大臣 
 逢坂政務官、どうぞ。 
○逢坂総務大臣政務官 
 池口副大臣の御指摘もごもっともな部分もあろうかと思います。今ある税制を前提

にして、この税制をやめたら皆さんどう思われますかと言いますと、やはり増えるん

だったら、その税制をやめると困りますねとおっしゃられるのは、そういう方は少な

くないのだろうと思います。 
 一方で、私自身も自治体にいて、この新築住宅の軽減措置を見ていて、住宅を建て

るときには、本当にそのことがあることが住宅を建てる引き金になっているかどうか

といいますと、どうも、必ずしもそうでもないなという思いもいたしております。 
 それで、軽減の時期が終わって、税金が上がったときに初めて、まけてもらってい

たんですねということに気がついているケースもあるようなことが少なくないのかな

というふうに思っております。 
 一方で、この軽減措置があって、ある程度面積要件が決められていることが住宅の

バリエーションを少し狭くしているというんでしょうか、軽減措置があるから、その

範囲内だけの住宅をつくろうということも弊害としてあったのかなというふうに思っ

ています。 
 それで、全国の住宅の事情は随分違っていますので、自治体の判断でそこは減免を

してもらった方が多様な住宅市場が育っていくのではないかというふうにも、私自身

のこれまでの経験の中で感じているところであります。 
 したがいまして、ただいま御指摘のありましたとおり、この減免を全部やめるとい

うことではなくて、その判断のレベルを自治体でされた方が合理性があるのかなとい

うふうにも思っておりますので、また、これから御議論いただければと思います。 
○五十嵐財務副大臣 
 どうぞ。 
○池口国土交通副大臣 
 これにかかわらず総務省の見解としては、地方でやっても、地方がそれぞれ判断す

るんだから影響がないという主張がそこそこであるわけですけれども、本当にそうい

うことがやられるのかどうかというのが、地方は地方の実態もありますから、少し私

はにわかには本当になるというのはわかりませんし、地域主権戦略ですか、これもま

だ作業中ですね。まだどこの部分を地方に移譲するかというのも決まってもいない中

で、何か先行してどんどん先食いでやっているという感じがするんですが、少しこれ

はもう少し、やはり地方に任せるというときはどうするのか。本当にこういうことも
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含めて、地方は必要なところにやってくれるのかどうかというのももう少し担保する

必要があるのではないか。何か総務省は早過ぎるのではないかというふうに私は思い

ます。 
○五十嵐財務副大臣 
 平岡副大臣、どうぞ。 
○平岡総務副大臣 
 お二人の意見を聞いておって、総務省の方は住宅が建てられようとしている地域の

補助・補強というものを重視し、国土交通省の方は住宅を取得しようとする人、建築

しようとする人のことを重視しという、そんな感じが印象として受けるんですけれど

も、私が思うのは、国土交通省においては、やはり総合的な住宅政策というものをど

うするのかということを先に国民的視点で形成して、そしてそれを推進していくため

にどういう税制が必要なのかというふうにやっていかないと、ただ単に住宅の取得の

負担を軽減していきます、特に新築だけやっていきますというようなやり方というの

はやはり、先ほどの時代の流れが書いてあるんですけれども、確かに昭和 25 年とか昭

和 39 年のときはそういうことだったのかもしれませんが、現在を考えてみたときには、

もっと総合的な住宅政策というものを考えて、政策的な税制というものを考えていか

なければいけないのではないかという印象を少し受けました。 
○五十嵐財務副大臣 
 ほかにございませんでしょうか。 
 中野先生、どうぞ。 
○中野民主党税制改正ＰＴ座長 
 評価替えがまだ少し、１年先ですか、時期があるので、時間的な余裕はあると思い

ますから、それらの議論も含めて少し検討と整理をされてはいかがかと思います。党

のＰＴとしてもそういう方向で提起をしたいと思っておりますが、総論的に言います

と、固定資産税は地方税でありながら、今までいろんな政策減税をずっと積み重ねて

きているものですから、わかりにくい税制に結果としてなっている。それで、そろそ

ろ固定資産税の在り方、それは地方財源の大変大きな部分を占めますから、一度、１

年かけて、固定資産税制度について、むしろ抜本的な改革の視点から見直すというこ

とにしてはいかがなのかなと思います。 
 それから、この普遍的なこういう減額措置を取っていることによって余り目立たな

い、みんなに知られていないということがある。一方ではエコ減税的な、ああいうみ

んなで大騒ぎをするといいますか、時宜を得たものに焦点を絞ると大変効果を上げる

ということもありますから、固定資産税制度の在り方そのものについて、この評価替

えまでの１年余りの時間を利用して統合・整理されるといいのではないかと思います。 
○五十嵐財務副大臣 
 ほかにございませんでしょうか。 
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 それでは、本日のところはここまでとさせていただきたいと思います。 
 次に、市民公益税制に移ります。市民公益税制につきましては、市民公益税制ＰＴ

において議論のとりまとめが行われたところでございます。ＰＴの座長であります鈴

木副大臣から御報告をお願い申し上げます。 
○鈴木総務副大臣 
 市民公益税制ＰＴは、４月８日の税制調査会において中間報告を行った後、中間報

告書に示された改革の方向性を踏まえ、具体的な制度設計の検討を行いました。政府

の「新しい公共」推進会議や民主党の新しい公共調査会の提案・提言も踏まえつつ、

計４回の議論を行い、最終的な成果として報告書をとりまとめましたので、この場で

御報告をさせていただきます。 
 それでは「市民公益税制ＰＴ報告書の概要」に沿って御説明いたします。 
 まず「１ 所得税の税額控除制度の導入（平成 23 年分から適用）」についてであり

ます。 
 この点については「新しい公共」円卓会議において鳩山前総理からも御指示があっ

たところであります。認定ＮＰＯ法人への寄附について、草の根の寄附を促進するた

め、所得税において新たに税額控除を導入し、寄附金額の 40％を控除できることとい

たします。地方税は現行どおり、条例指定があった場合に 10％控除できることから、

所得税と個人住民税を合わせて寄附金額の 50％までの税額控除が可能となります。ま

た、控除限度額は所得税額の 25％までとし、平成 23 年分から適用することとしてい

ます。 
 公益社団法人または公益財団法人、学校法人、社会福祉法人及び更生保護法人とい

った認定ＮＰＯ法人以外の法人への寄附については、市民との関わり合いや運営の透

明性の観点から、パブリック・サポート・テストと同様の要件や情報公開の要件を満

たす法人について、税額控除の対象とすることとし、平成 23 年分から適用することと

いたします。 
 次に「２ 認定ＮＰＯ法人制度の見直し」について御説明いたします。 
 「新しい公共」の枢要な担い手となるＮＰＯ法人の健全な発展の観点から、内閣府

においては新法またはＮＰＯ法の改正により、新たな認定制度が整備されることを目

指します。 
 それまでの間の対応として、現行の認定ＮＰＯ法人制度の認定基準の見直し等の一

部について平成 23 年度税制改正において税制上の措置を講ずることといたします。 
 「（１）平成 23 年度より税制上対応する措置」として「① 認定要件の見直し」「② 

認定取消しの場合の取戻し課税」があります。 
 「① 認定要件の見直し」としては、ＰＳＴ要件に「寄附金額が年 3,000 円以上の

寄附者の数が年平均 100 人以上」とする絶対値基準を導入すること。地方団体が、そ

の域内に事務所を有するＮＰＯ法人について、条例で個別に指定した場合には、ＰＳ
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Ｔ要件等を免除することなどを予定しております。 
 また②にあるように、認定取消しがあった場合には、取戻し課税を行うこととしま

す。 
 ２ページを御覧ください。「（２）新たな認定制度の創設と税制上の対応」です。新

たな認定制度については「① 新たな認定機関等」「② 『仮認定』の導入等の支援」

などがあります。 
 「① 新たな認定機関等」としては、認定事務を国税庁からＮＰＯ法人を認証した

地方団体へ移管すること。これと併せ、認証事務も移管することとしています。 
 「② 『仮認定』の導入等の支援」としては、ＮＰＯ法人のスタートアップ支援の

観点から、設立後５年以内のＮＰＯ法人に対し仮認定制度を導入することとしていま

す。 
 「③ 監督規定の整備等」としては、ＮＰＯ法人の適正な運営を確保する観点から、

監督規定の整備等を行うこととしています。 
 「④ 新たな認定制度の下での税制措置」としては、みなし寄附金の損金算入限度

額について、社会福祉法人等と同等の監督規定等が整備されることを前提に引上げを

行うなどを予定しております。 
 これらの内容については、内閣府が地方団体と協議を行い、その協議を整えた上で、

平成 24 年４月から新たな認定制度が開始されるよう、所要の法整備が行われることを

目指すこととしています。 
 最後に「３ 地域において活動するＮＰＯ法人等の支援（個人住民税）」について御

説明します。これは寄附対象団体の拡大など、個人住民税に関する内容です。 
 １点目は、寄附対象団体の拡大についてです。地域において活動するＮＰＯ法人を

支援するため、認定ＮＰＯ法人以外のＮＰＯ法人への寄附金であっても、地方団体が

条例において個別に指定することにより、個人住民税の寄附金税額控除の対象とする

ことができることとし、平成 24 年度分の個人住民税から適用します。 
 ２点目は、ふるさと寄附金を活用した地方団体によるＮＰＯ法人支援についてです。

個人が特定のＮＰＯ法人等へ助成することを希望した地方団体に対する寄附金につい

ては、原則としてふるさと寄附金に該当することとします。この場合、所得税におい

ても同様の扱いとします。 
 ３点目は、適用下限額の引下げについてです。寄附文化のすそ野を広げるため、個

人住民税における控除対象寄附金の適用下限額を現行の 5,000 円から 2,000 円に引き

下げることとし、平成 24 年度分の個人住民税から適用します。 
 以上が報告書の概要となります。 
 報告書本体の「はじめに」に、やや大上段に振りかぶった表現ではありますが、Ｐ

Ｔメンバーの思いを書かせていただいております。本報告書はかなり思い切った内容

を含んでおり、後世から見て、日本の社会が変わる転換点となり得るものであると考
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えています。制度は運用が大事であり、今後、政府の努力はもとより、ＮＰＯ法人自

身も含め幅広い関係者のなお一層の活躍を強く期待するものであります。 
 以上で報告を終わります。 
○五十嵐財務副大臣 
 ありがとうございます。かなり画期的な新税制かと思いますが、まだ試行錯誤もあ

り得る話だと思いますので、御質問、御意見等があれば、どうぞ御発言をいただきた

いと思います。 
 どうぞ。 
○笹木文部科学副大臣 
 今、両副大臣からのお話にもありましたが、画期的なことが始まるということで、

喜んでおります。 
 私の文科省に関して言いますと、個人からの寄附にかかる税額控除の対象、学校法

人も盛り込んでいただいている。これらについても安心しております。是非こういっ

たことが今後進んでいくことを願っていますので、よろしくお願いします。 
 １点、認定に係る具体的な基準とか手続、これは是非各法人の特性とかを踏まえて、

やりとりを事務方も含めて詰めていただけたらと思います。 
 それと導入後も要件とか手続の検証とか、こうしたことは今、新しい制度というこ

ともありますから、是非必要に応じて改善も今後の課題としては共通の認識として持

ちたいと思っておりますので、どうかよろしくお願いします。 
○五十嵐財務副大臣 
 ありがとうございます。 
 そのほかにございますか。 
 平岡副大臣、どうぞ。 
○平岡総務副大臣 
 ちょっと細かい話なのかもしれませんけれども、２ページ目の３の（２）の地方団

体によるＮＰＯ支援というところの位置づけが、特定のＮＰＯ法人等へ助成すること

を希望した地方団体に対する寄附金については、ふるさと寄附金に該当するというこ

となので、私の理解ではふるさと納税、ふるさと寄附金は、寄附相当額、全額に相当

するものが国税と地方税を合わせて減額されると理解しているんですけれども、直接

ＮＰＯ法人なり、あるいは認定ＮＰＯ法人なりに寄附をするのと比べて、地方団体に

対して寄附すればここまでできるということは、ある意味では迂回献金のような、す

みません、表現が悪いかもしれませんけれども、そういう印象があるんですけれども、

直接認定ＮＰＯ法人に対してする場合に比べて、なぜ地方団体を通じてやる場合には、

ここまでいくのかということを、御説明いただければと思います。 
○逢坂総務大臣政務官 
 それは内部で説明させていただければ。 
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○平岡総務副大臣 
 私は全体的立場で今、発言させていただきました。 
○五十嵐財務副大臣 
 逢坂政務官、どうぞ。 
○逢坂総務大臣政務官 
 自治体に寄附すると、当然自治体で予算編成とか議決とか、応援する党をどこにす

るかという手続が必要になってまいりますね。だから、そういう点で直接やるのとは

随分違っているということであります。 
 そうなると、よりみんなにわかりやすい形でというんでしょうか。そこが一つの大

きな違いではないかと思いますけれども、副大臣にはまた御指導いただければ、私も

余り詳しくわかってないところもあるものですから、すみません。 
○平岡総務副大臣 
 全体的には賛成ですが、逆に言うといろいろ複雑な制度になってきているような気

もするので、より簡素化という点も必要かなという印象を受けました。 
○五十嵐財務副大臣 
 中野先生、どうぞ。 
○中野民主党税制改正ＰＴ座長 
 党としてまとめたものは後日あれしますが、この市民公益税制については、今、御

説明があった 11 月 12 日付の調査会の提言も包含した、鈴木副大臣からの今日の御報

告、この方向で積極的に進められることをサポートしたいと思います。 
○五十嵐財務副大臣 
 ありがとうございます。 
 小宮山副大臣、どうぞ。 
○小宮山厚生労働副大臣 
 全体としては、大変いいものだと思っておりますが、先日もヒアリングのときに申

し上げたんですけれども、社会福祉法人などの場合、非常に規模が小さい場合もござ

いますので、これでやってみて、認定要件などについて、例えば寄附金額が年 3,000
円以上の寄附者の数が年平均 100 人以上というと入らない場合もあったりいたします

ので、これをやってみて、どこかの時点で実績も見て見直すということも御検討いた

だければということだけ一言申し上げたいと思います。 
○五十嵐財務副大臣 
 笹木副大臣、どうぞ。 
○笹木文部科学副大臣 
 先ほど今後も詰めていただきたいということで、まさにその点が文科省で学校法人

でもありまして、小さい学校法人もあるわけですから、大学からそれ以外のところも

含めて、そういう事情はあります。 
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 あともう一つは、ちょっと雑談になるかもしれませんが、これを受けて、寄附を強

制させるような動きがあってはいけないということも思っております。そうしたこと

も含めてしっかり把握していきたいと思っております。 
○五十嵐財務副大臣 
 尾立政務官、どうぞ。 
○尾立財務大臣政務官 
 今、御指摘いただいた点、見直し等の規定なんですけれども、本文の報告書の９ペ

ージの②、いわゆる仮認定制度導入等の支援の２のところでございますが、なお、所

要の経過措置について検討する。また、その施策の効果や措置の適正性を検証し、施

行から３年後までに必要な見直しを行うこととするということで、見直し規定を入れ

ておりますので、どうかよろしくお願いします。 
 前後して恐縮でございますが、５ページ目、上から２つ目の○で、寄附金控除の件

に関しても同じような規定を入れておりまして、なお、認定ＮＰＯ法人以外の法人へ

の寄附に係る税額控除については、制度導入後、どの程度の数の法人が税額控除の対

象となっているかの実績を検証し、必要に応じて各法人の特性を踏まえた要件等の見

直しを検討することとするということでございます。 
○五十嵐財務副大臣 
 ありがとうございます。ほかにございますでしょうか。 
 それでは、これから自由討議に移りたいと思います。最初に、厚労省から資料の提

出がございました。たばこに関する資料でございます。小宮山副大臣から御説明をお

願いいたします。 
○小宮山厚生労働副大臣 
 時間をいただきまして、ありがとうございます。厚生労働省の「国民の健康の観点

からのたばこ税の引上げについて」という資料を御覧いただきたいと思います。 
 まず、１ページ目でございますけれども、たばこ税の引上げについては、当然健康

の観点から厚生労働省としては要望させていただきます。ただ、財務省のお立場から

すると、税収減という御心配も多少あるのではないかと思いますので、健康のために

価格を上げて税収も減らないというデータをお示ししたいと思っております。 
 たばこ税の引上げ等によりまして、たばこ価格を引き上げる価格政策は、たばこの

消費抑制に最も効果が高いと、調査や研究などで結果が出ております。 
 また、たばこの規制に関する世界保健機関枠組条約（ＦＣＴＣ）の締約国として、

たばこの課税に関する措置を講じることが求められています。今年の 10 月からたばこ

税の引上げの結果、１箱当たりおよそ 300 円から 410 円と価格が 110 円引き上げられ

たところですが、それでも日本のたばこの価格は、御覧いただいているとおり、諸外

国の平均 600 円と比べますと、まだ相当低いということが言えます。 
 ２ページ以降の資料は、厚生労働科学研究で実施している「今後のたばこ対策の推
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進に関する研究」研究班の試算です。この研究は、たばこの税率を引き上げた場合の

たばこの販売本数やたばこの税収、たばこの販売総額に対する影響に関する試算を行

ったものです。 
 自然減に関するデータですが、まず２ページの上の販売本数のグラフを御覧くださ

い。グラフの青の線で示されているとおり、たばこの消費は年率５％で自然に減少す

ると推計されています。 
 そして赤い線は、職場での受動喫煙対策等が、現在より更に進むと仮定したもので、

この場合は自然に減るたばこの消費を、最大年率 15％と仮定したものです。 
 次に下のグラフですけれども、これはたばこ税収と税引き後の売上額のグラフです。

このグラフにあるとおり、自然減５％のグラフ、これは価格政策を行わず、現状の価

格を維持した場合には、たばこの消費の減少によりたばこ税が減収となります。同時

に、たばこ産業にとっても税引き後の売上総額が減少してしまうということになりま

す。 
 110 円増の価格政策を行った場合、同じグラフの赤い線を御覧いただきたいんです

が、この赤い線の自然減５％と青い線の自然減 15～５％のグラフが示す通り、例えば

１箱当たり毎年 110 円ずつ小刻みな価格の引き上げを継続した場合、たばこの消費の

自然減を考慮しても、なお、たばこ税は増額、増収になり、同時にたばこ産業にとっ

ても税引き後との売上総額も確保されると推計されています。 
 つまり値上げをしないでじっとしていれば税収は減りますが、毎年 110 円の値上げ

を行っていけば税収は減らず増収になるということが、お分かりいただけるのではな

いかと思っています。 
 ３ページ目は、２ページのグラフの基礎データですので、参考のために添付させて

いただきましたので、後ほどよく御覧いただければと思っています。 
 ４ページ、先ほどの２ページは 110 円ずつ小刻みに価格を引き上げた場合の試算で

すが、４ページにありますのは、先日、税調で私が 700 円台までは、税収が減らない

ということを口頭で申し上げたそのグラフなんですが、一度に価格を 750 円まで引き

上げて、たばこの消費を半減させた場合でも税収は減らない試算になっております。 
 注にあるとおり、これは 2009 年の 300 円から試算したものです。たばこの消費を

半減させるためには、昨年までの 300 円から 450 円に引き上げることが必要になりま

す。 
 半減シナリオ１は、750 円までの引上げ分をすべてたばこ税の引上げに充てた場合

は、たばこ税はおよそ 1.5 兆円の増収となりますが、税引き価格は消費量が半減する

ので、税引き価格総額も半減して、およそ 6,500 億円マイナスになってしまいます。 
 半減シナリオ２は、たばこ産業への影響がプラス・マイナスゼロになるよう、販売

数量の半減を補うために税引き価格を２倍にした場合の試算です。この場合でも、た

ばこ税総額は、およそ 9,000 億円の増収となります。すなわちたばこ税収、たばこ産
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業、消費量の半減に伴う健康対策の一石三鳥施策と言えると思っています。 
 先日、私は先進国並みの 600 円に来年引き上げるよう申し上げましたが、小刻みに

上げていくということが税収面からも有効であることが、今日お示ししたデータから

もお分かりいただけると思います。毎年３％ずつ引き上げましたイギリスの例などか

らも、そういうことは言えるので、３ページにありますように 110 円ずつ上げていく

ということを提案させていただきたいと思っています。 
 来年、現在の 410 円から 520 円になりますと、500 円玉１つ、ワンコインでは買え

なくなります。特に未成年の喫煙防止の観点からも、たばこ価格を上げることが最も

有効で、ワンコインで買えなくなることで大きく減るということが言われております。 
 こうしたことから、今年 10 月の増税の影響を見極めることに時間をかけるべきでは

なく、健康の観点からも、税収からもたばこ税を小刻みに継続的に引き上げていくべ

きだと考えております。具体的には、今年同様、来年も１本５円、１箱 110 円値上げ

することを、厚生労働省として提案させていただきたいと思います。 
 以上です。 
○五十嵐財務副大臣 
 ありがとうございます。これに対して、財務省より関連資料が提出されております。

吉田政務官から御説明をお願いいたします。 
○吉田財務大臣政務官 
 「資料（たばこ税）」という財務省の資料を御覧いただきたいと思います。 
 １ページ、まずここは原則論でございますが、昨年度の税制改正大綱、下線が引い

てあるところでございます。将来に向かって、税率を引き上げていく必要があるわけ

ですが、その判断に当たっては、たばこの消費や税収、葉たばこ農家、小売店、製造

者等に及ぼす影響等を見極めつつ行っていくこととしますということで、ここを原則

とすべきではないかと思います。 
 その上で、２ページ目、今年の 10 月１日、今までに例のない大幅なたばこの値上げ

をしたわけですが、その前後の販売実績を示すグラフでございます。値上げ直前の９

月、これは昨年の９月と比較しますと、プラス 88％という大きな駆け込み需要が発生

しました。翻って値上げ直後の 10 月、昨年度同月と比較してマイナス 70％、いわゆ

る反動減が大きく生じております。そして、この反動減の大きさからしますと、この

影響は今後もしばらく継続するのではないかと予想しております。つまり今回の値上

げがたばこ市場に大きな影響を今、与えつつあるということが現状だと思います。 
 このような、これまでに例のない値上げに伴うたばこの消費や税収の動向、たばこ

関係事業者等に及ぼす影響を見極めるには、この間も申し上げたかもしれませんが、

およそ半年から１年程度の期間を取るべきではないかと思います。したがって、ただ

いま御説明のあった試算は、１つの試算であるとは思いますけれども、今回の値上げ

の影響を拙速ではなく十分見極めた上で、次の手を考えるべきではないかと。その見
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極めがついていない現時点においては、23 年度税制改正におけるたばこ税の引上げに

係る判断を行うことは困難ではないかと考えております。 
 以上です。 
○五十嵐財務副大臣 
 ありがとうございます。 
 小宮山副大臣、どうぞ。 
○小宮山厚生労働副大臣 
 反論をさせていただきたいと思います。やはり急激にこれだけ減ったというのは、

ニュースなどでも伝えられているように、買いだめをした影響もございますし、禁煙

をしようということで禁煙外来などに通われた方も大分あるように聞いておりますけ

れども、そうした方も残念ながら、たばこというのは依存性が大変高いので、相当の

数の方が脱落されているというニュースも実際にございますので、ここは一瞬下がり

ましたけれども、健康の面からいくと残念ながらそう急激に下がるということは余り

ないのではないか。 
 去年、始まって以来というか１本５円という大幅な価格を、グッド減税・バッド課

税という民主党の税調がずっと取ってきた基本理念からしたところ、民主党中心の政

権になって残念ながら余りやっていることが一つひとつ評価されていることが少ない

中で、このことは市民の皆さんから大変御評価いただいている部分もございますので、

先ほど申し上げたように、小刻みに継続的に上げていって、ちゃんと健康に対しては

きちんとメッセージを出していく、メッセージを持つ政策を打っていくことは大変重

要なことだと思いますので、ここで立ち止まることなく、しっかりと上げていくこと

が、さっき申し上げたように恐らく吉田政務官からの御発言は、勿論いろんなことが

ございましたけれども、税収が減るということも裏にあるのではないかと思いますし、

葉たばこ農家などにいろいろ補助していくとか、転作を促すためにもやはり財源は必

要ですので、そういう意味では座して待って税収が減るのを見過ごすよりは、しっか

りメッセージを出して、健康のためにも葉たばこ農をやってらっしゃる皆様方が、こ

れからいろいろ転換をしていくためにも役立つようにすることが必要だと思っており

ます。 
○五十嵐財務副大臣 
 どうぞ。 
○東内閣府副大臣 
 私は小宮山先生が言うことに対しては、ほぼ 100％くらい賛成なのですが、この点

に関して異論を言わせていただきたいと思います。私は物すごいヘビースモーカーで

す。たばこは、麻薬や覚せい剤と同類の社会的禁制品ではありません。アルコールな

どと同様に、合法的な個人の嗜好品であって、小宮山さんの趣旨は違うんだろうと思

うんですけれども、たばこを吸う人間に対してパニッシュメント、いわゆる戒め的な



 17

形で税議論をすること自体、それは基本的に受け入れられないというスタンスです。 
 その角度から考えたときに、ＷＨＯのブルントラント元事務局長とも大々的な議論

をしたことがありますが、ＷＨＯの規制枠組条約もたばこを禁制品として扱うことを

求めているんではありません。たばこというのは、基本的にある意味でお酒と同じよ

うに、財政物資としてとらえていく必要があると強く思っています。 
 その上で、年間約２兆円の税収ですよ。私が払っているんです。そういう意味では、

タックスペイヤーとして言わせていただければ、別にたばこ税を更に上げても構いま

せんと、しかし、一方においてはちゃんと、私たちはきれいな空気の下でたばこを吸

いたいんです。更にまた吸っていることで受動喫煙に影響を与えないように、嫌だと

いう人もいますから、ちゃんとしたルールを守りながらやっていく。 
 たばこの歴史は物すごく長いんです。私はラテンアメリカに長く住んでいましたか

ら、いつかちゃんとたばこの歴史を講義させていただきたいと思っているんですが、

そういう角度から考えたときに、2002 年に、例えばニューヨークのブルームバーグ市

長が、ある意味で小宮山さんと同じような角度から言われていたんです。ニューヨー

クは、めちゃくちゃたばこが高いんです。隣にニュージャージーがあります。高くす

ると、日本の場合はそうはいきませんが、橋を越えていけば安いたばこが入ってくる

んです。本来目的としているものとは違う状況になってきてしまう。 
 どういうふうに共生していったらいいかという角度で考えたときに、これだけ高い

税金を賦課したわけですから、ちょっと状況を見て、その間喫煙者がちゃんと喫煙で

きるような分煙施設をもっと充実させて、更にまたたばこ税を上げていくという角度

ならば、小宮山さんを是非サポートしたいと思います。 
 以上です。 
○五十嵐財務副大臣 
 ありがとうございます。 
 どうぞ。 
○小川法務副大臣 
 私は、基本的に賛成でございます。やはり税の枠の中だけの議論ではなくて、やは

りたばこが誘引となるがんに伴う治療費あるいはたばこの不始末による失火、町、農

村などの社会的なコスト、これが相当に巨額なものがあると思います。これの防止に

役立つために、たばこを禁止するわけではなくて、値上げするだけでございますので、

決して禁止ではございませんので、この範囲の私の考えとしては、密造たばこが出回

らない程度に値上げしてもいいかというような考えでおりますが、そうした意味で、

小宮山さんの提案には賛成でございます。 
○五十嵐財務副大臣 
 どうぞ。 
○末松内閣府副大臣 
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 私は、別にたばこは何も吸わないんですけれども、今、法務副大臣が言われて、厚

労省の方で、ここの資料には載っていないのかもしれませんけれども、そういうたば

こ由来の治療費の増加というか、ああいった保険料の増加とか、そういったところの

詳細なデータというのはお持ちですか。 
○小宮山厚生労働副大臣 
 今日は持っておりませんけれども、先ほど私もずっと大体同じ考えを持っているん

ですが、ここだけ対立をして残念でございますけれども、たばこによる病気の治療費、

それから労働の損失、それから火事による損失などを合わせますと、先ほどおっしゃ

った税を納めているたばこ税のおよそ３倍の損失がございます。そのデータはありま

すので、後ほど必要であれば、またお渡しをしたいと思っております。 
 今日は、700 円台に上げても税収が減らないというお話をしたことに対して、デー

タを持って御説明をするというお約束でございましたので、今日は持っておりません

が、資料は山ほどございますので、必要があれば、またお示しをしたいと思っており

ます。 
○五十嵐財務副大臣 
 どうぞ。 
○東内閣府副大臣 
 よく言われているのが、肺がんとたばこという、厚生労働省にデータをくださいと、

ないんですよ。つまり、日本は喫煙者数はどんどん下がっているんです。肺がんはど

んどん増えているんです。本当にたばこですかと、私は排気ガスだと思っていますが、

いろいろな要素があって因果関係が明確ではないんです。多分、咽頭がんあるいは口

腔がん、これはたばこを吸っている人が、普通の人がかかる 40 倍でかかります。しか

し、肺がん、その他のことに関して、ちゃんとしたデータがあるならば、是非教えて

いただきたい。見たことがありません。どうぞ、よろしく。 
○小宮山厚生労働副大臣 
 はい。後ほどお示しします。 
○五十嵐財務副大臣 
 池口副大臣。 
○池口国土交通副大臣 
 賛成が２で反対１ですから、ちょっとバランスを取るために、小宮山さんとたばこ

の害について余り議論するつもりは、やっても勝てる見込みがないのですみません。

ただ、後半のシミュレーションについては、本当にそうなるかどうかというのは、別

に 10 月に値上げをして、今の段階で、このシミュレーションに基づいて 110 円ずつ上

げてもいいというのは、私はちょっと拙速だと思います。１年待てば、明らかな結果

が出てくるわけですから、毎年、毎年上げるというのは、幾らなんでも私は余りない

んではないかと思いますから、１年待って、ちゃんと税収がどうなったのか、たばこ
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の害の影響がどうなったのか、この検証期間を２か月、３か月の中のシミュレーショ

ンでやろうとするのは、私は無理があると思います。 
○五十嵐財務副大臣 
 尾立政務官。 
○尾立財務大臣政務官 
 関連してでございます。また財務省かと言われますけれども、すみません、たたみ

かけるようで恐縮なんですけれども、このデータについての疑問点を少しお聞きした

いと思います。 
 まず、今、池口副大臣からもお話がございましたが、小宮山副大臣から御提供いた

だいた資料の２ページ目のグラフを見ていただきたいんですが、下の方のグラフの線

ＢやＣを見ると、たばこの価格が 1,000 円になってもたばこ税収は増え続けるという

ものになっておりますが、果たして本当に現実的なものなのかというのが疑問点の１

でございます。多分、これは価格弾力性をマイナスの 0.33 で一定と仮定しているため

だと思われますが、平成 22 年度税制改正で使った税収見積りにおいて使用した販売数

量から逆算した価格弾力性というのは、実はマイナスの 0.68 となっていまして、また、

価格帯によってもこの値は変化するものと考えられます。 
 そういう意味で、価格弾力性の数字自体を 0.33 一定ということではなくて、いろい

ろ価格帯によって幅を持って考えていかなければいけないんではないかというのが１

点目でございます。 
 また、４ページ目では、一挙にたばこの価格を 750 円程度まで引き上げれば、消費

が 2,339 億本から 1,170 億本に半減するという試算でありますが、この試算において

も 0.33 の価格弾力性をお使いになっておられます。果たして、一挙に 450 円という相

当な値上げをした場合でも、この価格弾力性が、先ほど２ページでお示しされた 110
円ずつの弾力性と本当に同じなのかという２つの疑問点があるということでございま

す。 
 そういう意味で、これは１つの試算だと思いますので、やはり慎重に影響を見極め

つつ考えていく必要があるのではないかと思っています。 
○五十嵐財務副大臣 
 どうぞ。 
○平岡総務副大臣 
 今までの議論とは別の視点で問題提起というほどではないんですけれども、こうい

うことを言う人がいるので、是非、分かったら教えてもらいたいと思うんですけれど

も、１つは、たばこを吸っている方々の所得階層の問題なんですけれども、ある人が

言うには、所得の低い人の方がやはりたばこを吸っている人が多いと、そうなると、

たばこ税を上げるということは、低所得者に対する課税負担というのが重くなるとい

う、そういう増税措置ではないかということを指摘する人がいるんですけれども、そ
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の点については、何か情報として示すようなものがあるんでしょうかということが第

１点。 
 もう一つは、精神障害のある方々が、やはり精神安定という位置づけの中でたばこ

を吸っておられる方が多いんですね。そういう人たちにとってみれば、やはりたばこ

が値上げになるということについては、かなり大きな負担になる可能性もあるんでは

ないかという気がするんですけれども、そういう精神疾患とたばことの関係について

は、どういうふうに考えたらいいのかという点、ちょっと視点が今までと全く違うん

ですけれども、いろいろな角度から検討しておかないと、やはり単純な財政的な問題

とか、あるいは今までのがんとか何とかだけで議論にとどまっていたらいけないのか

という気がしたので、問題提起して、もし分かれば教えていただければと思います。 
○五十嵐財務副大臣 
 どうぞ。 
○小宮山厚生労働副大臣 
 ここでお答えできるものと、あとはいろいろ資料を取り寄せなければいけないもの

とあるかと思いますので、また、後ほど必要なものがそろいましたら、お届けをした

いと思っています。 
 例えばこの試算についてですけれども、これは平成 22 年度の厚生労働価格研究費の

助成金で行った、国立がんセンターのたばこ政策研究プロジェクトが行ったものでご

ざいます。ですから、１つではありますけれども、ずっとたばこによるいろいろなエ

ビデンスを持っているところがやったものであるということは信頼性のおけるもので

はないかと、私は考えております。 
 それで、池口さんからの１年見てというのもあるんですけれども、今、禁煙を、勿

論、お吸いになりたい方が吸うことを全部やめろと言っているわけではありませんが、

これは受動喫煙を含めて、周りの人の健康に害を与えていることが大変多いんです。

先ほど分煙というお話もありましたけれども、ＷＨＯなどが言っているのは、完全分

煙というのはあり得ないと。ですから、そういう意味では、健康のために私どもは、

いろいろ税収のことも考えていろんなことも申し上げていますけれども、要は健康の

ためには、やはりこれは価格政策が有効であると、勿論、ＦＣＴＣの中でもこれを吸

ってはいけないとは言っていませんが、価格政策が大変有効なので、締約国はしっか

りとそれを取るようにということは書いておりまして、私が申し上げたいのは、１年

様子を見るということは、今、健康のためにやめようと思った人が、それではこのま

ま吸い続けようということへのメッセージにもなってしまうので、この政権は上げ続

けていきますよというメッセージを出すことが、いろいろたばこによる損失の問題か

らも禁煙をしようと思っている人たちへの後押しからも、私は必要だと考えておりま

す。 
○五十嵐財務副大臣 
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 平岡副大臣からの質問に対して、尾立政務官から御発言があります。 
○尾立財務大臣政務官 
 平成 20 年の総務省の家計調査からのデータなんですけれども、例えば 351 万円未満

の世帯の方々の消費支出に占めるたばこの割合は 0.53 という結果が出ております。 
 一方、一番所得階層の高い 862 万円以上では、同じく 0.19％ということで、当然低

所得世帯の方が３倍の負担があるということでございます。実額においても、そんな

に大差はないんですけれども、実額でも低所得の方の方が多いという結果は出ておる

ようでございます。 
○五十嵐財務副大臣 
 そろそろ白熱しておりましたけれども、よろしいでしょうか。 
 どうぞ。 
○内山総務大臣政務官 
 論点が全然違うんですけれども、篠原さんがいらっしゃいますので、葉たばこ農家

さんへの影響というのは、どういうものがあるのかということをちょっと伺いたいな

と思うんですけれども。 
○五十嵐財務副大臣 
 篠原副大臣。 
○篠原農林水産副大臣 
 データは持ち合わせておりませんけれども、中山間地域で葉たばこをつくっており

ますので、私も小学校、中学校のころ葉たばこをつくっておりまして、こんなものは

だれが吸うのかなと思いつつ、仕事がしたくないのでやめてくれたらいいと思ってい

ましたし、そのせいか、私はたばこは、個人的なことを申し上げて恐縮ですが、一切

吸っておりません。ですから、さっさとやめていってもらっていいんではないかと思

います。そういう方向にいっていいんではないかと思います。 
○東内閣府副大臣 
 ＷＨＯとの議論でいつも問題になるのは、ブルントラント元局長と話をしたときも

そうですが、人間の健康といったときに、肉体的な話ばかりしているんです。人間の

存在は精神と肉体ですから、そのときになったときにブルントラントさんは、東さん

やめましょうとおっしゃいました。 
 したがって、多分、小宮山さんはたばこを吸わないので分からないんですが、たば

こ飲みというのは、体がおかしくなるとたばこを吸わなくなるんです。元気だから吸

っているんです。そういう角度もあるということだけを是非、そして、たばこと徹底

的にデータがあれば、因果関係というのはほとんどないと思いますよ。ほとんどちゃ

んとしたのはないですよ。受動喫煙の問題もそうです。どういうデータを取るかとい

う話です。私の家内が何時間夫といて、ずっとそれをどれくらい吸っていてそうなっ

たのか、そういうデータはないと思いますので、ただ、嫌だという人がいますから、
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私たち喫煙者としてのマナーとして、その人の前では吸わないと。だから、ちゃんと

吸える場所をつくってくださいと。私らは 60％税金を払っているんですから、たばこ

の６割は税金ですから、国税と地方税を合わせると、そのことをよろしくお願いしま

す。 
○五十嵐財務副大臣 
 もう一人だけ、平野副大臣からどうぞ。 
○平野内閣府副大臣 
 先ほど葉たばこ農家の話が出ましたから、岩手県は葉たばこ生産ではかなり高い生

産額を上げていて、特にバーレー種という種類では、岩手県は生産額ナンバーワンで

す。 
 御案内のとおり、今、ブラジルなんかもかなりいい葉たばこをつくっていまして、

向こうが安いものですから、日本たばこ自体が経費を浮かせるために、外国産、外国

の方にベクトルがどうしても働いて、葉たばこ農家に対する割り当ては、やはり年々

縮小しているという中で、葉たばこの税金については非常に高い関心を持っています。 
これは賛否両論いろいろありますけれども、１点だけその中で申し上げたいのは、

葉たばこ農家は、葉たばこをつくるというのは、ある意味ではそれしかない地域が主

で、例えば野菜がつくれるとか、ほかの果樹がやれるというところは、そこでやるん

ですけれども、どうしても地形条件等々の関係で葉たばこしかないというところで葉

たばこをやっているということでありまして、そういった葉たばこ生産農家と最近話

をするのは、非常に辛いということだけは、申し上げておきたいと思います。 
 ちなみに、私はたばこを吸いません。すみません。 
○五十嵐財務副大臣 
 どうぞ。 
○篠原農林水産副大臣 
 ちょっと冷たいようなことを言ってしまったのをフォローしていただいて、私は、

平野さんの言うとおりでして、ですから葉たばこしかできないところで、私も中山間

僻地だからそうだったわけですけれども、それ以外の作物をつくれるように、転換す

るようにお金を出してというのは、農業者戸別所得補償の大事な政策ですので、そう

いった方向でもって、よりいいものを、もっと健康になるようなものを、たばこを吸

わなくたっていいような食べ物があったら一番いいんですけれども、そういうのをつ

くるようにしていったらいいんではないかと思います。そういう方向にお金を出すべ

きだと思います。 
○五十嵐財務副大臣 
 どうぞ。 
○小宮山厚生労働副大臣 
 各先進国を見て、たばこの管轄を財務省がしているというところは余りありません。
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大体これは健康を扱うところがやっているのが諸外国の例でございますので、その点

は御認識をいただければと思っております。 
○五十嵐財務副大臣 
 白熱いたしましたけれども、この問題で 11 人の委員に御発言をいただきました。そ

ういう意味で、小宮山副大臣、感謝をいたしたいと思いますが、これから自由討議に

移ります。是非、皆さん委員として、また、政治家としてのお立場から高い御議論を

お願い申し上げたいと思います。 
 いよいよ来週から主要事項のとりまとめに向けた審議に入ってまいります。これに

備える意味でも、これまで取り上げてきた主要事項について御意見があれば、これ以

降、伺っていきたいと思いますので、どなたからでも発言をお願いいたします。 
 どうぞ。 
○逢坂総務大臣政務官 
 私は、必ずしも主要事項ではないんですけれども、今回、ここで議論する、あるい

はＰＴの場などでも私が地方税の問題について、地方税の課税主体は地方自治体なの

で、国が一方的に減収をさせるようなことについては慎重であるべきだと、その判断

は自治体に任せるべきだという話を繰り返しさせていただきました。 
 しかしながら、勿論、地方税といえども、国の税体系の中の１つでありますから、

国のレベルで何もできないのかと言えば、それはそうではないのは、これはまた事実

であります。 
 しかし、今回の税調の議論を通して感じたのは、やはり地方税は地方税なんだとい

う意識が必ずしも十分浸透していない中で、やはり地方税の懐にどんどん手を入れて

きている部分が随分多いなというところは、やはり反省しなければいけないなと、私

は改めて思ったところです。 
 その上で、今後、地方税の主体性というものを高めていくということは、非常に大

事なんですが、そこで先ほど、私は池口副大臣が御指摘になったことというのは、非

常に私は大事だと思っております。 
 逢坂さんは、確かにそうは言うけれども、それでは自治体はちゃんとやるのかと、

やらない部分だってあるんではないのかというところについては、率直に私はそうい

う部分は否定できない。首長さんにもいろんな人がいますので、いろんなことがある。 
 ですから、この問題は、準備が全部整って、みんなが 100％できるようになったら

スタートすればいいのか、いや、そんなことを言っていたら、いつまで経っても進ま

ないというので、少しずつあんばいを見ながら進めていくのが大事な分野なのかなと

思っていますので、何々の条件が整えば、これができるとか、できないではなくて、

頃合いを見ながら、基本的には地方の自由裁量を拡大していく方向で一歩ずつ進んで

いくという分野ではないかと、そんな思いを持っております。 
 その上で、今日、住宅の新築軽減の話をさせていただきましたが、これは長い歴史
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がある軽減税制でございますので、私はよくよく慎重に議論をして結果を出すべきも

のだと思っています。 
 しかし、私は今回の議論を通じて、私自身に大きな反省が生まれました。それは私

自身が自治体の首長として新築軽減税制、国が決めてくれることに完全に寄り添って

いたということであります。もし、これが自分で判断をしていろんなことを考えなけ

ればいけないとなったら、もっと多様な住宅政策を自分自身がやったのではないかと

いうところなんです。 
 ですから、その意味で、今回の新築軽減税制にどう踏み込むかは、これから皆さん

に十分御議論をいただかなければいけませんけれども、この一月余りの議論の中でも、

私の気持ちがそこまで触発されたということは、これは小さくなかったなと思ってお

ります。 
 ですから、新築軽減税制があることで住宅市場がある程度活発化しているんだとい

う考え方もある一方で、今のような議論を通して、住宅政策が多様に広がっていくこ

とで、もっと住宅市場が活発化していくというようなことも一方にあるのかもしれな

いというふうに改めて感じたところでございます。これが１つです。 
 もうこれで話をやめますが、先ほど中野座長から固定資産税の話がございました。

固定資産税に課題がいろいろあるのは事実だと思いますので、そのさまざまな課題を

克服していくと、いろんな修正をしていかなければいけないと思っております。 
 しかし、その反面、実は固定資産税というのは、自治体の税収の中で非常に大きな

割合を占めている。更に、また、自治体の規模が小さくなれば、なるほど大きな割合

を占め、しかも安定的な税収であるということを考えてみれば、固定資産税と一口に

言っても、これはなかなか大きな問題だなと感じます。 
 したがって、固定資産税の問題を議論するときには、国と地方の税の在り方がどう

であるとか、あるいは日本の資産課税そのものが一体どうあるべきなのかという大き

な視点の中で議論されるということがなければ、固定資産税の中だけの議論でその問

題がさまざま解決付く部分だけではないのだろうなとも感じたところです。 
 勿論、個別の細かいパーツ、パーツを毎年手直ししていくというのは大事なことな

んですけれども、固定資産税議論に入っていくということは、国税も含めた大きな議

論になっていく要素を含んでいるんではないかと感じております。 
 以上です。 
○五十嵐財務副大臣 
 重要な御指摘、２点ともそうだと思います。 
 中野先生、どうぞ。 
○中野民主党税制改正ＰＴ座長 
 １つは、今の御提起の固定資産税について、いわゆる中央、地方の財源の問題や、

いろんなことと兼ね合わせて、抜本的税制改革の中でこれから評価替えの時期を迎え
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るまでの１年間、しっかりと議論をして、新たな税制の在り様をしっかり打ち立てる

ことが必要だと思います。 
 今の固定資産税は、明らかにパッチワークのようになっておりますし、例外規定が

大変多い。言うならば、本則がどこにあるのか、固定資産税に関する税法を読んで、

本則を探し出す方が難しいぐらいに例外規定、その他が多いという実態。これはやは

り明らかに複雑怪奇になっておかしくなっておりますから、国民にわかりやすい税制

にするためにも、抜本的に見直すことが必要だと思います。 
 それと、党税制改正ＰＴに関連する日程だけ申し上げます。 
 昨日、主要項目についてまとめ、結論を出させていただきました。先ほど、玄葉政

調会長へはそれを提出いたしました。 
 明日、拡大政調役員会があるそうで、そこにかけていただくということであります。 
 その後、党役員会または常任幹事会等を経て、この政府税調にお渡しするというシ

ステムになっていると幹事長は言っているそうでございますが、これらのことについ

ては、私の仕事は終わって、出しましたので、どうぞ今後の政府税調の日程に党のい

ろんなシステムが悪影響というか、時間的な悪影響を与えてはいけないのではないか

と思いますので、お約束どおりの日にちに仕上げましたので、そこまでは御報告を申

し上げて、あとはどうぞよろしくお願い申し上げます。それが決まりますれば、改め

てここで正式に提起をさせていただきます。 
○五十嵐財務副大臣 
 実は心配をしておりまして、かなり高い調整機能を持った調査会として党税制改正

ＰＴは発足した。そのために、政調会長代理にも入っていただき、また、税調にもこ

うしてお入りをいただいているので、屋上屋というと失礼ですけれども、党の新しい

手続ということになると、予算編成の日程そのものが遅れるということを心配してお

りますので、党の方におかれましても、全般的に政府の税制改正、そして予算編成に

日程上悪影響を及ぼさないように、私の方からもお願いをしたいと思っております。 
 今の件でなければ、先に池田副大臣。 
○池田経済産業副大臣 
 いいです。また次回に。 
○五十嵐財務副大臣 
 それでは、東さん、どうぞ。 
○東内閣府副大臣 
 もう既に何度も何度も言っていることなんですが、11 月 11 日の税調の場において

も申し上げた異常危険準備金、貸倒引当金、欠損金の繰越控除、受取配当の益金不算

入制度、この点について、自由討議で３分間お時間をいただいて、お話しさせていた

だきたいと思います。 
 まず、異常危険準備金に関わる税制措置というのは、私は防災の担当もしておりま
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すから、巨大災害が発生した場合にも、保険金の支払に支障を来さないよう、適切な

準備金の積立てを確保するために認められている措置です。仮にこのような税制措置

がない場合、巨大災害発生時の損害保険会社の財務の健全性に悪影響を及ぼす恐れが

あるので、この見直しは大きな問題を含んでいると考えております。 
 次に、貸倒引当金は、金融機関が将来の貸倒損失の発生に備えて計上し、税務上も

一定の範囲内で損金算入が認められているものであります。仮に貸倒引当金の損金算

入額が縮小される場合には、金融機関の財務悪化要因になり、円滑な金融の妨げにな

りかねないので、本制度の見直しを全く不適当な措置だと考えております。 
 第３に、欠損金の繰越控除は、損失と利益の年度間調整のために設けられている制

度でありまして、仮に欠損金の繰越控除について見直しが行われる場合には、欠損金

を有する企業も法人税を支払うことを余儀なくされることとなり、企業の財務悪化要

因になると思います。特に繰越期間の大幅な延長が認められない場合には、企業の財

務に与える影響は更に増すことになる。金融機関はリスクをとって金融の円滑化に努

めており、損益のぶれが大きいビジネスであるため、欠損金の繰越控除による損益の

平準化が特に重要であることに御留意いただきたい。 
 最後の第４に、受取配当の益金不算入制度は、法人税の二重課税の調整のため設け

られている制度であります。そもそも法人が受け取る株式等の受取配当については、

配当元の法人で既に法人税が課せられているため、二重課税の排除の観点からは、本

来全額益金不算入、非課税とすべきものです。現行、持株比率は 25％未満の株式に関

わる受取配当の益金不算入、非課税割合は 50％までに制限されており、既に不適切な

状態となっておりますが、これを更に下げることは、税理論から見ても全く筋が通ら

ない話だと考えています。 
 諸外国の例を見ても、イギリスでは全額益金不算入、非課税であり、ドイツにおい

ても 95％益金不算入、非課税です。アメリカでも 70％以上の水準で益金不算入、非課

税となっており、国際的に見ても、我が国の現行の益金不算入制度は大きく見劣りし

ているところであります。また、実態経済への影響という点でも、仮に受取配当の益

金不算入制度について見直しが行われる場合には、先行き不透明感の漂う現下の経済

情勢の下で、株式の一層の売り圧力を招くこととなる恐れがあるのではないでしょう

か。 
 なお、金融機関は国内法人が保有する株式のうち約６割を保有しており、本制度の

見直しは、まさに金融機関をねらい打ちする措置であることにも御留意願いたいと思

います。 
 以上、申し上げたように、先般提示されました法人税制の見直しの内容は、結果と

して円滑な金融の妨げとなり、ひいては、実態経済そのものに悪影響を及ぼすことを

強く懸念しております。いずれにしても、代替財源探しは本末転倒の結果にならない

よう、政治の責任で根本に立ち返った議論をすべきであることを強調しておきたいと



 27

思います。 
 最後に、デフレ脱却に向けた税調の役割について申し述べたいと思います。 
 デフレからの脱却は、現政権の最重要課題でありますが、先日発表された 11 月の月

例経済報告では、先行きの見方は 10 月より一層悪化しており、デフレ脱却の目途は全

く立っていません。昨年よりも厳しい経済状況であることは、知る人ぞ知るところで

あります。このような状況の下では、昨日議論させていただきました証券税制や本日

申し上げた法人税制のいずれにおいても、デフレ脱却と整合的な税制改正を目指すと

いう観点から議論すべきであることを強調して、私の発言とさせていただきます。 
○五十嵐財務副大臣 
 ありがとうございます。今の観点でありますか。 
 平岡副大臣、どうぞ。 
○平岡総務副大臣 
 今、東さんからいろいろお話がありました貸倒引当金の話ですが、今、やはり金融

が非常に厳しい状況の中で、特に地域が厳しい。それから、協同組織金融機関も含め

て、中小金融機関について言うと、不良債権比率が高いという状況の中で、これを縮

減していくようなことというのは、やはり地域金融というものを更に悪くしていくと

いう面があると思うので、その点については非常に慎重に考えていただきたいと思い

ます。 
○五十嵐財務副大臣 
 平野副大臣、どうぞ。 
○平野内閣府副大臣 
 さまざまな御意見がありますけれども、逆の立場から１つだけ申し上げさせていた

だきたいと思います。 
 今まで予算の状況を重点科目等々の観点から見てまいりましたが、44 兆という新規

国債に対して税収が非常に低いという状況がずっと続いています。昨年も 44 兆に対し

て 37 兆。要するに、税収を上回る新規国債を発行している。多分、来年度予算もそう

いう形になると思います。 
 いろんなデフレの脱却、景気の状況が悪いというのも十分配慮しなくてはなりませ

んけれども、この異常状態がずっと続いているということについても、やはり十分の

配慮が必要なんだろうと思います。だからといって、急に増税をするということでは

ないです。今の財政構造自体が極めて異常な状況にあるんだということについては、

やはりきちんと常に意識をしていく必要があるのではないかと思いますし、その中で

税制改正をやるときに、いわゆる所得再分配機能を重視するのか、あるいは税収を重

視するのか。今回の税調でも、来週からまとめに入りますので、方向性を示したまと

めを是非やっていただきたいと思います。 
 その上で資料の提供をお願いしたいと思いますけれども、簡単に言います。党の税
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調でも所得控除等々についてさまざまな提言をされておりますが、配偶者控除、成年

扶養控除、所得控除がありましたが、それの所得別に控除を廃止した場合にどういう

影響が出るかということについて、もし出ていれば、私は見ていないということにな

りますが、私にいただければいいですし、もし出ていなかったとすれば、次回議論が

あったときに、そのデータを是非、出していただきたいと思います。 
 以上です。 
○五十嵐財務副大臣 
 これについては、追って御連絡をさせていただきたいと思います。 
 今、ここで大議論をふっかけるつもりはないんですけれども、そもそもデフレの原

因は何かということを考えなければいけないとは思っております。これは問題提起だ

けでございますが、つまり、国民の間に将来に対する不安が非常に強い。なるべくお

金を使わないということが、つまり国の社会保障制度に対する安心感が薄れてきてい

るというところに大変問題があると思いますので、単に目先のデフレということへの

対処というより、デフレの構造そのものを考えていくことが必要ではないかと問題提

起だけさせていただきたいと思います。 
 それでは、尾立政務官、どうぞ。 
○尾立財務大臣政務官 
 私もここで余り大きな議論をするつもりはないんですけれども、まさにデフレ脱却

のために政府が最優先で取り組む課題だと思っておりますが、どうも副大臣のおっし

ゃっていることをお聞きすると、株価が上がるとデフレを抑える１つの要因になるの

ではないかということかと思うんですが、ただ、それが更に株価と軽減税率がどうリ

ンクしているのかというところまで考えますと、なかなかストレートに軽減税率を本

則に戻すことがデフレを長引かせるということには、私どものこれまでの調査等々で

は、他国の例でもなっておらないもので、その辺をもう少し詳しく御説明いただけれ

ば、次回で結構なので、ありがたいと思っております。 
○五十嵐財務副大臣 
 近藤副大臣、どうぞ。 
○近藤環境副大臣 
 来週以降、主要な事項に関しての議論になるので、１分以内で簡単に地球温暖化対

策のための税について、改めて申し上げたいと思います。 
 これまでの具体的な要望内容については、何回か説明させていただいております。

ただ、この地球温暖化対策のための税は、昨年の税制改正大綱及び税制改正法附則に

おいて、平成 23 年度の実施に向けた成案を得るよう検討を行う旨を規定されており、

これを受けて、党税制調査会においても、主要事項の１つとしていただいている重要

な課題であります。 
 カンクンでのＣＯＰ16 も始まりましたけれども、課税によってＣＯ２排出抑制に加
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え、課税により確保した税収を地球温暖化対策に使うということで、ＣＯ２排出抑制へ

の二重の効果を期待しており、特に全化石燃料への課税については、こうした考えを

具現化する制度設計とすることが重要と考えております。排出抑制効果を始めとする

地球温暖化対策としての位置づけを明確にするため、全化石燃料への課税とガソリン

への上乗せ課税とを合わせてふさわしい名称を付けるべきではないかと考えておりま

す。 
 党の方でも精力的に御議論をいただいております。今後、税制調査会においても、

平成 23 年度の確実な実施に向けて、さらなる精力的な議論をお願いしたいと考えてお

ります。 
 以上です。 
○五十嵐財務副大臣 
 ありがとうございます。 
 小川副大臣、どうぞ。 
○小川法務副大臣 
 全く別のテーマでございますが、２点ほど、税調で議論していただきたい点がござ

いますので、要望させていただきます。 
 １つは、東京都との立場でもございますが、法人事業税の一部が国にまとめられて、

都道府県に配付されるということによりまして、東京都が本来入るべき法人事業税が

2,000 億円とか、その程度ほかの地域にばらまかれるといいますか、配分されておりま

して、暫定措置ということであるんですが、どうもずっと続いておりますので、リー

マン・ショック以後は厳しいので、それについてなかなか議論の場がないので、して

いただきたいのが１点でございます。 
 もう一つは、都市農業に関しまして、農業でございますので、農林水産が本来なん

ですが、しかし、都市農業は生産緑地ということで、国土交通省の範疇に入ります。

生産緑地につきまして、租税特別措置法によりまして、納税猶予制度がありまして、

それにつきまして、具体的にどういう要件が納税猶予になるかにつきましては、財務

省の省令で決められております。これがなかなか厳しくて、実用に合わない面がござ

いますので、それについて実用に合うような省令の変更をお願いしておるんですが、

財務省の方では、税に関わる省令の変更はやはり税調を通していただきたいというこ

とでございますが、そうしますと税調で議論していただかなくてはならないので、私

としましては、その２点を是非いずれ議論の場を設けていただきたいとお願い申し上

げます。 
○五十嵐財務副大臣 
 ありがとうございました。そのほかにございますでしょうか。 
 東副大臣、どうぞ。 
○東内閣府副大臣 
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 私もここで大きな議論はしませんけれども、尾立さんが言われているとおり、まず

足元を見る必要がある。イギリスにしても、アメリカにしても、100 年に一度と言わ

れるリーマン・ショックを経験した状況に戻っているんです。戻った上で、いわゆる

軽減税率を廃止するだとか、金融機関の場合は増税に持っていっているんです。それ

に対して日本は、現実にリーマン・ショック時に比べたときに、８割も戻っていない

んです。トピックスに当たっては７割です。 
 したがって、何でこういうことを何度も何度も言っているかというと、例えばＩＳ

Ａもちゃんとやっていただきたいと心から思っています。しかし、ＩＳＡの場合は、

株また金融の問題に個人的に少額で参入していきたい。これからの話です。今、私た

ちが常に言っていることは、証券税制の軽減税率の問題というのは、1,260 億円の増税

感を与えてしまう。その人たちが逃げたときどうするんですかと。私たちが集めてい

るデータの中に、そのことは明らかになっているわけです。 
 本日も御案内のとおり、昨日から１万円の株価を割ってしまっています。リーマン・

ショック時というのは、１万 2,200 円ぐらいありましたから、そこまで回復し、先ほ

ど五十嵐副大臣が言われたいわゆるデフレ。このことについては、また徹底的に議論

をしていただきたいと思いますが、今は－１％です。そして、少なくとも０％強、１％

ぐらいになって、そして今、皆さん方が言われていることを言うならば、私はそれに

対して反論はしません。明らかに状況が悪化している中に、減税している部分を別の

形で制度として増税に変えて、そしてやっていくというだけの決断を私は持てない。

政治家として持てないという話をしているんです。だから、経済というのは生き物で

あって、そして私たちは日々刻々動いていくそういう状況を踏まえた上でどうするの

か。そういう議論をさせていただいているつもりなんです。 
 だから、今後また改めて、徹底的に議論をさせていただきたいと思います。 
○五十嵐財務副大臣 
 ありがとうございました。よろしいですか。 
 それでは、本日のところは、ここまでとさせていただきます。よい議論をしていた

だきまして、ありがとうございました。長時間にわたり御苦労様でございます。 
 次回は、12 月３日金曜日でございます。税制調査会は、各府省からの要望事項に関

する２次査定案及び資産課税について審議を行います。 
 本日の会議は、以上で終わります。ありがとうございました。 
 なお、記者会見は間もなくこの場所で行います。会見に参加されない方は、速やか

に御退室をお願いいたします。 
 散会いたします。ありがとうございました。 
 

［閉会］ 
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（注） 

本議事録は、毎回の審議後速やかな公表に努め、限られた時間内にとりまとめるため、速記録に

基づき、内閣府、財務省及び総務省において作成した資料です。 

内容には正確を期していますが、事後の修正の可能性があることをご承知おきください。 

 


